
北名古屋市国際交流協会規約 

平成 19 年 10 月 27 日制定（第 1 号）   

平成 20 年 4 月 5 日改正（第 1 号）  

平成 27 年 4 月 11 日改正 (第 1 号 ) 

（名称） 
第１条 本会は、北名古屋市国際交流協会（以下「協会」という。）と称する。ただし、英

文表記は、Kitanagoya City International Association とする。 
（事務所） 
第２条 協会の事務所は、愛知県北名古屋市西之保清水田１５番地に置く。 
（目的） 
第３条 協会は、北名古屋市民と諸外国の都市市民との交流事業を行うことにより、国際

親善、国際理解、地域の発展、文化の向上などを図るとともに、多文化社会における市民

間の相互理解と市の国際化を図り、地域の連帯と世界に開かれたまちづくりの推進に寄与

することを目的とする。 
（事業） 
第４条 協会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行う。 

(１) 国際交流、国際協力及び国際貢献に関する事業の企画及び実施 
(２) 国際交流、国際協力及び国際貢献に関する情報の収集及び提供 
(３) 友好都市その他海外地域との友好親善事業の企画及び実施 
(４) 市内在住の外国人への情報提供 
(５) 国際交流団体及び国際協力団体間の連絡調整 
(６) その他前条の目的を達成するために必要な事業の企画及び実施 

（会員の種別） 
第５条 協会の会員は、次の４種とする。 

(１) 個人会員 
(２) 法人・団体会員 
(３) 名誉会長 
(４) 顧問 

（役員） 
第６条 協会に次の役員を置く。 

(１) 会長 １名 
(２) 副会長 １名 
(３) 理事 １０名以内（会長及び副会長を含む。） 
(４) 監事 ２名 

（任期等） 



第７条 役員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者又は現任者の

任期の残存期間とする。又、法人･団体の代表者として役員に選任され役員任期中に新た

な代表者が役員を引き継いだ場合の任期は、前任者の任期の残存期間とする。 
３ 役員は辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わな

ければならない。 
４ 会長及び副会長は、理事の中から互選する。 
５ 理事及び監事は、総会を組織する会員の中から総会で選任する。ただし、理事１名は

北名古屋市議会議員とし、北名古屋市議会が推薦する者をもって充てる。 
６ 理事及び監事は、互いにこれを兼ねることができない。 
７ 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれ

を補充しなければならない。 
８ 役員が次の各号のいずれかに該当する場合は、総会の議決により、これを解任するこ

とができる。 
(１) 心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。 
(２) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

（役員の職務） 
第８条 会長は、協会を代表し、会務を統括する。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。 
３ 理事は、理事会を組織し、この規約及び理事会の議決に基づいて、協会の重要事項を

審議し、業務を執行する。 
４ 監事は、協会の会計監査にあたる。 
 (役員の報酬等) 
第８条の２ 役員は、無給とする。ただし、費用は、弁償することができる。 
２ 前項に必要なことは、理事会の議決を経て、会長が別に定める。 
（名誉会長及び顧問） 
第９条 協会に名誉会長及び顧問を置き、それぞれ北名古屋市長及び北名古屋市議会議長

をあてる。 
（入会金及び会費） 
第１０条 会員は、次の年会費を納入しなければならない。 

(１) 個人会員 １口 2,000 円 
(２) 法人・団体会員 １口 5,000 円 

（会員の資格の喪失） 
第１１条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、その資格を失うものとする。 

(１) 退会届を提出したとき。 



(２) 死亡し、もしくは失踪宣告を受けたとき。 
(３) 会員である法人又は団体が消滅もしくは活動を停止したとき。 
(４) 継続して２年以上会費を滞納したとき。 
(５) 除名されたとき。 

（除名） 
第１２条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の議決により､これを除名す

ることができる。 
(１) この規約又は協会の規定に違反したとき。 
(２) 協会の名誉を傷つけ、又は協会の目的に反する行為をしたとき。 

（会費の不返還） 
第１３条 納入済みの会費は、返還しない。 
（総会） 
第１４条 総会は、個人会員及び法人・団体会員をもって組織し、会長が招集する。 
２ 通常総会は、毎年１回開催する。 
３ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(１) 会長が特に必要と認めたとき。 
(２) 理事の過半数又は会員の 5 分の１以上から請求があったとき。 

４ 会長は、第３項第２号の請求があったときは、その日から２０日以内に臨時総会を招

集しなければならない。 
５ 総会を招集するときは、会議の日時、場所及び審議事項を記載した書面により、開催

の日の少なくとも５日前までに会員に通知しなければならない。 
６ 総会の議長は、会長がこれにあたる。 
７ 総会は、会員の過半数の出席（予め委任状を会長に提出した場合を含む。）がなければ

開会することはできない。 
８ 総会の議事は、出席した会員（予め委任状を会長に提出した会員を含む。）の過半数を

もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
（総会の権能） 
第１５条 総会は、以下の事項について議決する。 

(１) 規約の変更 
(２) 解散及び合併 
(３) 会員の除名 
(４) 事業計画及び収支予算並びにその変更 
(５) 事業報告及び収支決算 
(６) 役員の選任又は解任 
(７) 会費の額 
(８) その他運営に関する重要事項 



（理事会） 
第１６条 理事会は、会長、副会長及び理事をもって構成し、会長が必要に応じて招集す

る。 
２ 理事の過半数以上から理事会開催の請求があったときは、会長は請求があった日から

15 日以内に理事会を招集しなければならない。 
３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所及び審議事項を記載した書面により、開

催の日の少なくとも５日前までに副会長及び理事に通知しなければならない。 
４ 理事会の議長は、会長がこれにあたる。 
５ 理事会は、理事の過半数の出席がなければ開会することはできない。 
６ 理事会の議事は、出席した理事の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 
（理事会の権能） 
第１７条 理事会は、この規約に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

(１) 総会に付議すべき事項 
(２) 総会の議決した事項の執行に関する事項 
(３) 総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 
(４) その他会長が必要と認めた事項 

（専決） 
第１８条 協会の事業に関する緊急の事項（予算の補正を含む。）について、総会又は理事

会を開催する暇がないと認めるときは、会長はこれを専決することができる。 
２ 会長は、前項の措置をとったときは、次の総会又は理事会において報告し、その承認

を求めなければならない。 
（会計年度） 
第１９条 協会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
（事業計画及び予算） 
第２０条 協会の事業計画及びこれに伴う収支予算は、毎会計年度ごとに会長が作成し、

総会の議決を経なければならない。 
（事務局の設置） 
第２１条 協会の事務を処理するため、事務局を設置する。 
２ 事務局には、事務局長及び必要な職員を置く。 
（職員の任免） 
第２２条 事務局長及び職員の任免は、会長が行う。 
（その他） 
第２３条 この規約に定めるもののほか、協会の組織、運営等に必要な事項は、理事会の

議決を経て、会長がこれを定める。 
 



附 則 
１ この規約は、平成１９年１０月２７日から施行する。 
２ 協会の設立当初の役員の任期は、第７条第１項の規定にかかわらず、平成１９年１０

月２７日から平成２２年３月３１日までとする。 
３ 協会の設立当初の会計年度は、第１９条の規定にかかわらず、平成１９年１０月２７

日から平成２０年３月３１日までとする。 
  附 則（平成２０年４月５日議決） 
 この規約は、平成２０年４月５日から施行する。 
  附 則（平成２７年４月１１日議決） 

この規約は、平成２７年４月１１日から施行する。 


